
30

仮徴収額変更に係るデータの流れ（例）

連合会

介護 国保 高齢

介護 国保 高齢

Ａ
市

①

介護 国保 高齢

① ①

②

①介護担当部局、国保担当部局、高齢担当部局はそれぞれ仮徴収額変更に該当する者をデータ入力し、介護担当部局へまとめる。
②介護担当部局は、当該ファイルを連合会へまとめて送付する。
③連合会は年金保険者から通知された介護・国保・高齢仮徴収額変更の処理結果通知を、介護担当部局へ送付する。
④介護担当部局は国保・高齢の処理結果通知を各担当部局へ送付し、各担当部局にてデータを反映させる。

介護 国保 高齢 国保 高齢

③

④

仮徴収額変更情報

仮徴収額変更処理結果情報
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４-２．介護広域連合と市町村の
事務処理の流れ

例１・・・後期高齢・国保担当部局は、介護特別徴収依頼情報等の複製により介護情報を得る。
例２・・・後期高齢・国保担当部局は、介護広域連合の管理する介護台帳より介護情報を得る。

なお国保連合会との窓口は、例として高齢者担当部局を想定しているもの。
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特別徴収依頼に係るデータの流れ（例１） 介護広域連合

１／２判定

国保高齢

連合会

介護国保高齢

介護国保高齢

介護国保高齢

Ａ
市

①連合会は年金保険者から通知された捕捉情報を、Ａ市の高齢担当部局へ送付する。
②当該高齢担当部局は、国保ファイルを担当部局へ送付、介護ファイルを広域連合へ送付し、各担当部局において支払回数割保険料額等
を入力する。

③介護広域連合は入力したファイルの複製を高齢・国保担当部署へ送付する。
④高齢・国保担当部局においては介護複製ファイルと突合し１／２判定を行い※１、入力したファイルを、高齢担当部局にて取りまとめる。
⑤高齢担当部局は、当該ファイルを連合会へまとめて送付する。
⑥連合会は年金保険者から通知された当該依頼に係る処理結果通知を、Ａ市の高齢担当部局へ送付する。
⑦当該高齢担当部局は、国保ファイルを担当部局へ、介護ファイルを広域連合へ送付し、各担当部局においてデータを反映させる。

①

介護広域連合

介護国保高齢

介護国保高齢
②

③

④

⑤

⑥

介護

介護

１／２判定

介護特別徴収依頼情報複製版

特別徴収対象者情報

特別徴収依頼情報

特別徴収依頼処理結果情報

介護介護

⑦

④

国保

国保

※１）後期高齢の７５歳到達月次捕捉対象者については、介護広域連合より当該被保険者の介護保険料情報を入手して１／２判定を行う。
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特別徴収依頼に係るデータの流れ（例２） 介護広域連合

１／２判定

国保高齢

連合会

介護国保高齢

介護国保高齢

介護国保高齢

Ａ
市

①連合会は年金保険者から通知された捕捉情報を、Ａ市の高齢担当部局へ送付する。
②当該高齢担当部局は、国保ファイルを担当部局へ、介護ファイルを広域連合へ送付し、介護担当部局においては支払回数割保険料額を
入力、高齢・国保担当部局においては１／２判定を行った上でファイルを高齢担当部局へ送付する。
③各担当部局にて入力したファイルを、高齢担当部局にて取りまとめる。
④高齢担当部局は、当該ファイルを連合会へまとめて送付する。
⑤連合会は年金保険者から通知された当該依頼に係る処理結果通知を、Ａ市の高齢担当部局へ送付する。
⑥当該高齢担当部局は、国保ファイルを担当部局へ、介護ファイルを広域連合へ送付し、各担当部局においてデータを反映させる。

①

介護広域連合

介護国保高齢

介護国保高齢

②

③

④

⑤

⑥

③

介護

介護

１／２判定

特別徴収対象者情報

特別徴収依頼情報

特別徴収依頼処理結果情報

１／２判定・・・広域連合の管理する介護台帳より、介護保険料の特別
徴収額の情報提供を受け、その情報を基に判定する。

国保

国保
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特別徴収処理結果に係るデータの流れ（例） 介護広域連合

国保高齢

連合会

介護国保高齢

Ａ
市

①連合会は年金保険者から通知された特別徴収処理結果を、Ａ市の高齢担当部局へ送付する。
②当該高齢担当部局は、国保ファイルを担当部局へ、介護ファイルを介護広域連合へ送付する。
③各担当部局は、当該情報を反映させ、特別徴収ができなかった旨の通知該当者の中から、普通徴収へと切り替える必要のあるものにつ

いては普通徴収対象者として登録する。

①

介護国保高齢

介護広域連合②

普通徴収へ
切換

普通徴収へ
切換

普通徴収へ
切換

③ ③ ③

介護

特別徴収結果情報

国保
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資格喪失等・住所地特例該当に係るデータの流れ（例１） 介護広域連合

連合会

介護国保高齢

介護国保高齢

Ａ
市

介護広域連合国保高齢

①

②

①高齢担当部局、国保担当部局、介護担当部局はそれぞれ資格喪失等・住所地特例対象に該当する者をデータ入力し、高齢、国保担当
部局においては、介護複製ファイルと突合し、介護の資格喪失等に該当する者については、高齢・国保の資格喪失等として高齢担当部局
へ送付する。

②高齢担当部局は、まとめたファイルを連合会へ送付する。
③連合会は年金保険者から通知された介護・国保・高齢異動情報・住所地特例情報の処理結果通知を、高齢担当部局へ送付する。
④高齢担当部局は国保の処理結果通知を担当部局へ、介護の処理結果通知を介護広域連合へ送付し、各担当部局にてデータを反映させ
る。

介護国保高齢

③

④

介護

資格喪失等・住所地特例情報

資格喪失等・住所地特例
処理結果情報

介護資格喪失等・住所地特例
情報複製版

介護介護②

⑤

国保
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資格喪失等・住所地特例該当に係るデータの流れ（例２） 介護広域連合

連合会

介護国保高齢

介護国保高齢

Ａ
市

介護広域連合国保高齢

①

②

①高齢担当部局、国保担当部局、介護担当部局はそれぞれ資格喪失等・住所地特例対象に該当する者をデータ入力する。その際、高齢、
国保担当部局においては、介護台帳情報と突合し、介護の資格喪失等に該当する者については、高齢・国保の資格喪失等として高齢担
当部局へ送付する。（＊１）

②高齢担当部局は、まとめたファイルを連合会へ送付する。
③連合会は年金保険者から通知された介護・国保・高齢異動情報・住所地特例情報の処理結果通知を、高齢担当部局へ送付する。
④高齢担当部局は国保の処理結果通知を担当部局へ、介護の処理結果通知を介護広域連合へ送付し、各担当部局にてデータを反映させ
る。

（＊１）国保・高齢担当部局は介護台帳情報の情報提供を受けて判断する。

介護国保高齢

③

④

介護

資格喪失等・住所地特例情報

資格喪失等・住所地特例
処理結果情報

②

国保
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資格喪失等・住所地特例該当に係るデータの流れ（例）参考資料

１，介護保険において特別徴収中止事由に該当する場合

２，介護保険において住所地特例対象者となる場合

３，介護保険において市町村からの通知事由が生じない場合

介護において住所地特例対象者となり、住所地特例通知を年金保険者へ通知する場合に、
① 国保又は後期高齢も住所地特例対象者となる場合は、国保又は後期高齢も住所地特例通知を年金保険者へ

通知する。（例：介護保険施設への入所）
② 後期高齢は同一広域連合の区域内の市町村異動となる場合は、後期高齢保険料の特別徴収を中止する事

由に該当し、資格喪失等通知を年金保険者へ通知する。

介護において市町村からの通知事由が生じない場合であって、国保又は後期高齢において特別徴収中止事由
に該当する場合は、介護は年金保険者に対して通知は行わず、国保又は後期高齢は資格喪失等通知を年金保
険者へ通知する。（例：生活保護認定を受けた場合）

※生活保護認定者は、介護の被保険者となるが、国保又は後期高齢の被保険者とはならない（適用除外）。

介護において特別徴収中止事由に該当し、介護の資格喪失等通知を年金保険者へ通知する場合に、
①国保又は後期高齢も特別徴収中止事由に該当する場合は、国保又は後期高齢も資格喪失等通知を年金保険
者へ通知する。（例：資格喪失）

②国保又は後期高齢は特別徴収中止事由に該当しない場合は、介護のみ資格喪失等通知を年金保険者へ通知
し、国保又は後期高齢は通知せず、に翌年度の仮徴収まで特別徴収を継続することは可能である。（例：介護
保険料のみ減額）
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仮徴収額変更に係るデータの流れ（例） 介護広域連合

連合会

介護国保高齢

介護国保高齢

Ａ
市

①

介護広域連合国保高齢

① ①

②

①高齢担当部局、国保担当部局、介護担当部局はそれぞれ仮徴収額変更に該当する者をデータ入力し、高齢担当部局へまとめる。
②高齢担当部局は、当該ファイルを連合会へまとめて送付する。
③連合会は年金保険者から通知された高齢・国保・介護仮徴収額変更の処理結果通知を、高齢担当部局へ送付する。
④高齢担当部局は国保の処理結果通知を担当部局へ、介護の処理結果通知を介護広域連合へ送付し、各担当部局にてデータを反映させ
る。

介護国保高齢

③

④

介護

仮徴収額変更情報

仮徴収額変更処理結果情報

国保
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５．国保の特別徴収における留意事項



国民健康保険における特別徴収対象者について

○ 国民健康保険における特別徴収対象者

世帯内の国保被保険者全員が６５歳以上７５歳未満の世帯の世帯主（擬制世
帯主を除く）で、下記の①、②をともにみたす者を特別徴収の対象とする。

①年額１８万以上の年金（担保に供していないものに限る）を受給していること

②国保保険料(税)と介護保険料との合算額が年金額の１／２を超えていないこと

例１ 世帯主（国保）７２歳、妻（国保）６８歳の場合 → 特別徴収

例２ 世帯主（国保）７２歳、妻（国保）６３歳の場合 → 普通徴収

例３ 世帯主（後期高齢、擬制世帯主）７８歳、妻（国保）６８歳の場合 → 普通徴収

例４ 世帯主（社保、擬制世帯主）７２歳、妻（国保）、６８歳の場合 → 普通徴収

例５ 世帯主（国保）７２歳、妻（国保）６８歳、子（国保）４０歳の場合 → 普通徴収

例６ 世帯主（国保）７２歳、妻（国保）６８歳、子（社保）４０歳の場合 → 特別徴収

○特別徴収・普通徴収の判定例
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年度途中で国保の特別徴収対象世帯となった場合の特別徴収スケジュール（例１）

夫（世帯主）７０歳、妻６４歳の世帯で、年度途中に妻が６５歳に到達し年金の新規裁定を行った場合
【例 １】

保
険
者

年

金

市
町
村

被
保
険
者

４ ５ ６ ７ ８ 10９ 11 12 ２１ ３ ６５４ ９８７ 1110

対
象
者
判
定

特
別
徴
収通

知

普通徴収

妻は世帯主ではない
ため、特別徴収対象
者にはならない

デ
ー
タ
抽
出

通
知

対
象
者
判
定

特
別
徴
収

原
簿
作
成

通
知

特別徴収

夫（世帯主）と妻
のデータをそれぞ
れ抽出

夫（世帯主）を特
別徴収対象者と
判定

年度途中に世帯主以外の被保険者が６５歳に到達し、年金の新規裁定を行った場合、年金保険者において
は６月捕捉時に当該被保険者のデータを抽出し、市町村へ通知することになる。しかし、世帯主のデータは４
月の年次捕捉ですでに抽出しているため、６月抽出時には再度の捕捉はされず、年金保険者から通知はされ
ない。

市町村では、年金保険者からの通知をもとに特別徴収対象者となるべき国保世帯主を抽出、判定すること
になるため、世帯主以外の被保険者については、特別徴収対象者と判定されないことになる。

その結果、年度途中では特別徴収処理ができないため、翌年度４月の年次捕捉時に抽出される世帯主デー
タによって、特別徴収対象者判定が行われることになる。

妻が６５歳にな
り、年金の新規
裁定をした月

妻のデータ
のみ抽出

デ
ー
タ
抽
出

特別徴
収開始
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年度途中で国保の特別徴収対象世帯となった場合の特別徴収スケジュール（例２）

夫（世帯主）６４歳、妻７０歳の世帯で、年度途中に夫（世帯主）が６５歳に到達し年金の新規裁定を行った場合

【例 ２】

保
険
者

年

金

市
町
村

被
保
険
者

４ ５ ６ ７ ８ 10９ 11 12 ２１ ３ ６５４ ９８７ 1110

対
象
者
判
定

特
別
徴
収通

知

普通徴収

夫（世帯主）は特
別徴収対象者と
判定される

デ
ー
タ
抽
出

通
知

対
象
者
判
定

特
別
徴
収

通
知

特別徴収

年度途中に世帯主が６５歳に到達し、年金の新規裁定を行った場合、年金保険者においては６月捕捉時に
当該世帯主のデータを抽出し、市町村へ通知することになる。（世帯主以外の被保険者（上記例では妻）の
データは４月の年次捕捉ですでに抽出しているため、６月抽出時には再度の捕捉はされず、年金保険者から
通知はされない。）

市町村では、年金保険者からの通知をもとに特別徴収対象者となるべき国保世帯主を抽出、判定し、その
結果、特別徴収対象者と判定されれば、年度途中からでも特別徴収が開始されることになる。

原
簿
作
成

原
簿
作
成

通
知

デ
ー
タ
抽
出

夫（世帯主）の
データのみ抽出

夫（世帯主）が６５
歳になり、年金の
新規裁定をした月

特別徴
収開始
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年度途中で世帯内の国保被保険者が７５歳に到達する場合の
国保の特別徴収額の算定について（例１）

夫（世帯主）７０歳、妻７４歳の世帯で、年度途中（１１月１０日）に妻が７５歳に到達する場合
【例 １】

保
険
料
額

4月 5月 6月 7月 8月 1月12月11月10月9月 2月 3月 4月 5月

○世帯主以外の国保被保険者が年度途中で７５歳に到達する場合は、年次の対象者判定及び保険料算
定をする際に、あらかじめ７５歳到達前後でのそれぞれの保険料額を月割りで計算の上、当該年度分の
確定保険料額を算出し、仮徴収額を控除した上で、本徴収額の決定を行うものとする。

夫（世帯主）の単独
世帯として月割で
計算した保険料額

特別徴収

夫（世帯主）と妻の２人
世帯として月割で計算
した保険料額

確定保険料額 ＝ （２人世帯としての保険料額＋単独世帯としての保険料額）

本徴収額 ＝ （確定保険料額－仮徴収額）÷（１０月～翌年３月までの年金支払回数）

＋ ＝ 年度分の総保険料額（確定保険料額） ・・・ 特別徴収額
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年度途中で世帯内の国保被保険者が７５歳に到達する場合の
国保の特別徴収額の算定について（例２）

夫（世帯主）７４歳、妻７０歳の世帯で、年度途中（１１月１０日）に夫（世帯主）が７５歳に到達する場合
【例 ２】

保
険
料
額

4月 5月 6月 7月 8月 1月12月11月10月9月 2月 3月 4月 5月

○世帯主が年度途中で７５歳に到達する場合は、特別徴収を中止し、以後は夫を擬制世帯主とした普通
徴収となる。

妻の単独世帯とし
て月割で計算

特別徴収

夫（世帯主）と妻の２人
世帯として月割で計算

普通徴収

＋ ＝ 年度分の総保険料額（確定保険料額） ・・・ 特別徴収額
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平成２０年１０月からの特別徴収開始とする市町村の取扱い

国民健康保険において、保険料の特別徴収開始時期は平成２０年４月を原則とするが、

システム改修に時間を要することにより当該時期からの特別徴収開始とすることが困難で
ある市町村については、平成２０年１０月からの特別徴収開始とすることができる。

（注）後期高齢者医療については、全市町村において平成２０年４月から特別徴収開始とする。

平成２０年１０月からの特別徴収開始とする場合であっても、平成１９年１０月の特別徴収対象者情

報は年金保険者から送付されることとなる。当該特別徴収対象者情報については、全対象者を普通徴
収とする場合であっても、必須項目を設定した上で、年金保険者に通知する必要がある。（下記項目）
そのため、市町村では当該必須項目を設定できるよう準備をすることとなる。

市町村での設定必須項目

ヘッダーレコード
・通知内容コード・・・「０１」を設定
・作成年月日 ・・・作成日付を設定

データレコード
・通知内容コード・・・「０１」を設定
・作成年月日 ・・・作成日付を設定
・各種区分 ・・・「０３」を設定
・各種年月日 ・・・作成日付を設定

トレイラレコード
・通知内容コード・・・「０１」を設定
・作成年月日 ・・・作成日付を設定

事務スケジュール

平成１９年
１０月 特別徴収対象者抽出（年）

１１月 特別徴収対象者情報送付（年→市）

（年・・・年金保険者 市・・・市町村）

平成２０年
１月 特別徴収依頼情報送付（市→年）

※左記必須項目を設定したもの

４月 特別徴収対象者抽出（年）《年次捕捉》

５月 特別徴収対象者情報送付（年→市）

７月 特別徴収依頼情報送付（市→年）

１０月 １０月支払年金より保険料天引き《特別徴収開始》

・
・
・
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６．参考資料
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特別徴収に係る情報交換１

年金保険者 中央会 連合会 市町村

通知対象者情報 通知対象者情報 通知対象者情報

対象者抽出

特別徴収対象
被保険者情報

特別徴収対象
被保険者情報

特別徴収対象
被保険者情報

特別徴収
結果情報

特別徴収依頼
処理結果情報

特別徴収依頼
処理結果情報

特別徴収依頼
処理結果情報

特別徴収依頼
処理結果情報

特別徴収
結果情報

特別徴収
結果情報

特別徴収
結果情報

特別徴収対象
被保険者を判定

原簿作成・更新

特
別
徴
収

通知対象者情報

特別徴収対象
被保険者情報

特別徴収対象被保険者の判定は介護保険料との合算額が年金額の１／２を超えるかど
うかの判定を含む。

年金保険者と市町村との特別徴収に係る情報交換は、経由機関を通じて行われること
となり、経由機関に対する市町村の窓口は一本化する。

※

※

１

２
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資格喪失等
情報

資格喪失等
情報

資格喪失等
情報

資格喪失等
処理結果情報

資格喪失等
処理結果情報

資格喪失等
処理結果情報

年金保険者 中央会 連合会 市町村

特別徴収に係る情報交換２

原簿更新

資格喪失等
情報

資格喪失等
処理結果情報

住所地特例
情報

住所地特例
処理結果情報

住所地特例
処理結果情報

住所地特例
処理結果情報

原簿更新

住所地特例
処理結果情報

資
格
喪
失

仮
徴
収
額
変
更

仮徴収額
変更情報

仮徴収額変更
処理結果情報

仮徴収額変更
処理結果情報

仮徴収額変更
処理結果情報

原簿更新

仮徴収額変更
処理結果情報

住
所
地
特
例

住所地特例
情報

住所地特例
情報

住所地特例
情報

仮徴収額
変更情報

仮徴収額
変更情報

仮徴収額
変更情報

３

４

５
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特別徴収に係る情報交換（詳細）

１

２

３

４

５

毎年４月１日対象者に係る年次処理と６、８、１０、１２、２月に係る月次処理
１，年金保険者：年額１８万円以上であって担保に供していない年金受給者を抽出
２，市町村：特別徴収対象被保険者（市町村の判断で普通徴収とする者を除く。）について、支払回数割保険料額とともに年金保

険者へ通知（普通徴収対象者は特別徴収非対象者として通知）する。ただし、介護保険料と後期高齢者医療保険料（国保保険
料）の合算額が年金額の１／２を超える者については、後期高齢者医療（国保）保険料を普通徴収とする。

３，年金保険者：当該情報を基に原簿（介護・国保・高齢）を作成・更新し、各保険制度について処理できた旨、処理できない旨を
市町村へ通知する。

４，市町村：処理できない旨の通知の際は、当該通知に係る者を新たに普通徴収対象被保険者とする。

特別徴収結果の通知（年金の定期支払月の翌月１０日までに）
１，年金保険者：各保険制度に係る徴収した保険料を年金定期支払月の翌月１０日までに市町村へ納入する。また、徴収した旨

及び徴収出来なかった旨を翌月１０日までに市町村へ通知する。
２，市町村：徴収できなかった旨の通知を受けた場合は、当該通知に係る者を新たに普通徴収対象被保険者とする。

資格喪失等の通知（毎月２０日までに通知）
１，市町村：各保険制度について資格喪失（市町村間の異動を含む。）、年度途中に保険料が減額となった場合、年度途中に保

険料が増額となり、保険料の全部を普通徴収の方法により徴収することが適当と市町村が認めたとき及び災害等により特別
徴収の方法により保険料を徴収することが適当でないと市町村が認めた場合は、毎月２０日までに年金保険者へ通知する。

２，年金保険者：資格喪失等の通知を受けた場合は当該通知に係る原簿を更新したうえで、処理結果を翌月１０日までに市町村
へ通知する。また、当該通知を受けた翌々月以降の年金の定期支払月より、特別徴収を中止する。

住所地特例対象者の通知（毎月２０日までに通知）
１，市町村：各保険制度の特別徴収対象被保険者が住所地特例の適用を受ける場合、毎月２０日までに年金保険者へ通知する。

２，年金保険者：当該通知を受けた場合は当該通知に係る原簿を更新したうえで、処理結果を翌月１０日までに市町村へ通知す
る。なお、当該通知を受けた後に被保険者より住所変更届を年金保険者が受けた場合も、従前の市町村の依頼により保険料
を徴収する。ただし、介護と医療の保険料徴収権者が別の市町村となった場合は、医療の保険料については普通徴収とする。

１，市町村：各保険制度において当該年度の６月１日から９月３０日までの間において徴収する支払回数割保険料額が適当でな
いと市町村（後期高齢者医療広域連合）が認め、６月又は８月の年金定期支払月の支払回数割保険料額を変更する場合に４、
５、６月の２０日までに年金保険者に通知する。なお、６月の仮徴収額変更は４月の２０日までに、８月の仮徴収額変更は６月
の２０日までに、また、６月及び８月の徴収額を同額で変更する場合は４月の２０日までに年金保険者へ通知する。

仮徴収額変更の通知（４、５、６月の２０日までに通知）

２，年金保険者：当該通知を受けた場合は当該通知に係る原簿を更新し、処理結果を翌月１０日までに市町村へ通知する。また、
当該通知により変更した仮徴収額を年金より徴収する。
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市町村における特別徴収に係る事務内容【介護】

年次、月次捕捉に係る市町村事務
年金保険者からの特別徴収対象者情報の中から特別徴収対象被保険者を特定し、支払回数割保険料額とともに年金保険者へ依頼す
る。なお、後期高齢又は国保保険料との合算額が年金額の１／２を超える場合であっても、介護は特別徴収対象被保険者となる。

年金保険者から通知される、介護特別徴収依頼処理結果情報を市町村システムに反映させる。エラーとして通知された者については、
普通徴収へ切り替える。

①

特別徴収結果情報に係る市町村事務
年金保険者からの介護特別徴収結果情報の通知（天引きできた旨、できなかった旨の通知）を、市町村システムに反映させる。なお、
徴収できなかった旨の通知該当者は、普通徴収対象者へ切り替える。

年金保険者から指定銀行口座に納入された特別徴収額の合計と、介護特別徴収結果情報の合計を突合する。

①

②

資格喪失等により特別徴収中止依頼を行う場合の市町村事務
市町村は、資格喪失等により特別徴収を中止しようとする被保険者がある時は、介護資格喪失等情報を年金保険者へ通知する。

年金保険者から通知される、介護資格喪失等処理結果情報を市町村システムに反映させる。

①

②

住所地特例該当者を有するに至った場合の市町村事務
市町村は、住所地特例該当者を有するに至った場合は、介護住所地特例情報を年金保険者へ通知する。①

年金保険者から通知される、介護住所地特例処理結果情報を市町村システムに反映させる。

仮徴収額を変更する場合の市町村事務

年金保険者から通知される、介護仮徴収額変更処理結果情報を市町村システムに反映させる。

市町村は、６月１日から９月３０日までの間において徴収する支払回数割保険料額（６月、８月の仮徴収額）が適当でないと認めた場合、
介護仮徴収額変更情報を年金保険者へ通知する。なお、６月・８月の仮徴収額を変更するためには４月に、８月の仮徴収額を変更する
ためには５月又は６月に、年金保険者へ通知する。

①

②

※ １、２は年金保険者からの情報によって事務を行い、３、４、５は市町村内部の情報により事務を行う。

②

１

２

３

４

５

②



51

市町村における特別徴収に係る事務内容【後期高齢者】

年次、月次捕捉に係る市町村事務
年金保険者からの特別徴収対象者情報の中から特別徴収対象被保険者を特定し、支払回数割保険料額とともに年金保険者へ依頼す
る。なお、介護保険料との合算額が年金額の１／２を超える場合は、当該対象者に係る保険料は普通徴収により徴収するものとする。

年金保険者から通知される、高齢者特別徴収依頼処理結果情報を市町村システムに反映させる。エラーとして通知された者について
は、普通徴収へ切り替える。

①

特別徴収結果情報に係る市町村事務
年金保険者からの高齢者特別徴収結果情報の通知（天引きできた旨、できなかった旨の通知）を、市町村システムに反映させる。なお、
徴収できなかった旨の通知該当者は、普通徴収対象者へ切り替える。

年金保険者から指定銀行口座に納入された特別徴収額の合計と、高齢者特別徴収結果情報の合計を突合する。

①

②

資格喪失等により特別徴収中止依頼を行う場合の市町村事務
市町村は、資格喪失等により特別徴収を中止しようとする被保険者がある時は、高齢者資格喪失等情報を年金保険者へ通知する。

年金保険者から通知される、高齢者資格喪失等処理結果情報を市町村システムに反映させる。

①

②

住所地特例該当者を有するに至った場合の市町村事務
市町村は、住所地特例該当者を有するに至った場合は、高齢者住所地特例情報を年金保険者へ通知する。ただし、介護保険において
資格喪失等に該当する場合は、高齢者住所地特例情報に代えて高齢者資格喪失等情報を年金保険者へ通知する。

①

年金保険者から通知される、高齢者住所地特例処理結果情報を市町村システムに反映させる。②

仮徴収額を変更する場合の市町村事務

年金保険者から通知される、高齢者仮徴収額変更処理結果情報を市町村システムに反映させる。

市町村は、広域連合が６月１日から９月３０日までの間において徴収する支払回数割保険料額（６月、８月の仮徴収額）が適当でないと
認めた場合、高齢者仮徴収額変更情報を年金保険者へ通知する。なお、６月・８月の仮徴収額を変更するためには４月に、８月の仮徴
収額を変更するためには５月又は６月に、年金保険者へ通知する。また、仮徴収額変更の際は、１／２判定は行わない。

②

②

①

１

２

３

４

５

※ １、２は年金保険者からの情報によって事務を行い、３、４、５は市町村内部の情報により事務を行う。
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市町村における特別徴収に係る事務内容【国保】

年金保険者からの特別徴収対象者情報の中から特別徴収対象被保険者を特定し、支払回数割保険料額とともに年金保険者へ依頼す
る。なお、介護保険料との合算額が年金額の１／２を超える場合は、当該対象者に係る保険料は普通徴収により徴収するものとする。

年金保険者から通知される、国保特別徴収依頼処理結果情報を市町村システムに反映させる。エラーとして通知された者については、
普通徴収へ切り替える。

①

年金保険者からの国保特別徴収結果情報の通知（天引きできた旨、できなかった旨の通知）を、市町村システムに反映させる。なお、
徴収できなかった旨の通知該当者は、普通徴収対象者へ切り替える。

年金保険者から指定銀行口座に納入された特別徴収額の合計と、国保特別徴収結果情報の合計を突合する。

①

②

市町村は、資格喪失等により特別徴収を中止しようとする被保険者がある時は、国保資格喪失等情報を年金保険者へ通知する。

年金保険者から通知される、国保資格喪失等処理結果情報を市町村システムに反映させる。

①

②

市町村は、住所地特例該当者を有するに至った場合は、国保住所地特例情報を年金保険者へ通知する。ただし、介護保険において資
格喪失等に該当する場合は、国保住所地特例情報に代えて国保資格喪失等情報を年金保険者へ通知する。

①

年金保険者から通知される、国保住所地特例処理結果情報を市町村システムに反映させる。②

年金保険者から通知される、国保仮徴収額変更処理結果情報を市町村システムに反映させる。

市町村は、６月１日から９月３０日までの間において徴収する支払回数割保険料額（６月、８月の仮徴収額）が適当でないと認めた場合、
国保仮徴収額変更情報を年金保険者へ通知する。なお、６月・８月の仮徴収額を変更するためには4月に、８月の仮徴収額を変更する
ためには５月又は６月に、年金保険者へ通知する。また、仮徴収額変更の際は、１/２判定を行わない。

①

②

②

年次、月次捕捉に係る市町村事務

特別徴収結果情報に係る市町村事務

資格喪失等により特別徴収中止依頼を行う場合の市町村事務

住所地特例該当者を有するに至った場合の市町村事務

仮徴収額を変更する場合の市町村事務

１

２

３

４

５

※ １、２は年金保険者からの情報によって事務を行い、３、４、５は市町村内部の情報により事務を行う。



となる場合は、国保又は後期高齢に係る保険料（税）の特別徴収は行わず、普通

徴収の方法により保険料（税）を徴収する。

支払回数割年金額×１／２ ＜ 合算支払回数割保険料（税）額

（１／２ ＜ 合算支払回数割保険料（税）額／支払回数割年金額）

１／２判定に用いる分母・分子

前提：年金保険者から通知される年金額とは、年度途中の新規裁定であっても、１２ヶ月
分に相当する額が通知される。

※２ 合算支払回数割保険料（税）額＝介護支払回数割保険料額＋国保（後期高齢）支払回数割保険料（税）額

＜支払回数割保険料（税）額は、端数処理に使用される金額欄１（当該依頼に係る最初の特別徴収金額）を利用＞

※１ 支払回数割年金額＝年金保険者から通知される年金額／６

注）支払回数割年金額に１円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てるものとする。

※１ ※２
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支払回数割保険料（税）額の合算額が、年金保険者から通知される年金額を６で
除して得た額の１／２に相当する額を超える場合、当該被保険者に係る国保保険
料（税）又は後期高齢者医療保険料の特別徴収は行わない。

なお、仮徴収期間４月から９月までの間に特別徴収を開始する者については、支払回数割保険料額の見込額

の合算額にて１／２判定を行うこととなる。
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住所地特例の範囲（６５歳以上）

国保及び後期高齢者

・病院又は診療所への入院
・障害者自立支援法第５条第１２項に規定する障害者支援施設への入所
・独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法第１１条第１号の規定により
独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園の設置する施設への入所

・障害者自立支援法第５条第１０項に規定する共同生活介護を行う住居への入居
・障害者自立支援法第５条第１６項に規定する共同生活援助を行う住居への入居

・介護保険施設
・特定施設
・老人福祉法第２０条の４に規定する養護老人ホーム

介護保険

国保及び後期高齢者の住所地特例対象者の範囲と、介護保険の住所地特例対象者の
範囲の違いは、以下の図のとおりとなる。

国保及び後期高齢者の住所地特例対象施設である「のぞみの園の設置する施設」は、介護被保険者の適用除
外施設となる。

※

（注）カッコ内は国保のみ
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住所地特例該当者への年金保険者の通知先（介護法１３４条）後期高齢

住所：Ｘ市 住所：Ｙ市 住所：Ｚ市

介護：Ｘ

高齢：Ｘ

介護：住Ｘ

高齢：住Ｘ

介護：住Ｘ

高齢：Ｙ

高齢：住Ｘ

介護：Ｙ

介護：住Ｘ
高齢：住Ｘ

介護：Ｚ
高齢：住Ｘ

介護：Ｚ
高齢：Ｚ

介護：住Ｘ
高齢：住Ｙ

介護：住Ｘ
高齢：Ｚ

介護：Ｚ
高齢：住Ｙ

介護：Ｚ
高齢：Ｚ

介護：Ｚ
高齢：住Ｘ

介護：住Ｙ
高齢：住Ｘ

介護：Ｚ
高齢：Ｚ

通知先 通知先

Ｘ市

Ｘ市

Ｘ市

Ｚ市

Ｚ市

Ｘ市

Ｘ市

Ｚ市

Ｚ市

Ｚ市

Ｙ市

Ｚ市
※介護保険を特別徴収、後期高齢を普通徴収とする。

※年金保険者が通知する先は住所地又は介護住所地特例地

例）介護施設

例）域内介護施設

Ｙ市

例）医療施設

例）介護施設

例）医療施設

例）一般異動

例）介護施設

例）域内介護施設

例）医療施設

例）一般異動

例）医療施設

例）介護施設

例）一般異動

（住所地特例）

（資格喪失）

（特別事情資格喪失）
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住所地特例該当者への年金保険者の通知先（介護法１３４条）国保

住所：Ｘ市 住所：Ｙ市 住所：Ｚ市

介護：Ｘ

国保：Ｘ

介護：住Ｘ

国保：住Ｘ

国保：住Ｘ

介護：Ｙ

介護：住Ｘ
国保：住Ｘ

介護：Ｚ
国保：住Ｘ

介護：Ｚ
国保：Ｚ

介護：Ｚ
国保：住Ｘ

介護：住Ｙ
国保：住Ｘ

介護：Ｚ
国保：Ｚ

通知先 通知先

Ｘ市

Ｙ市

Ｘ市

Ｚ市

Ｚ市

Ｚ市

Ｙ市

Ｚ市

※介護保険を特別徴収、国保を普通徴収とする。

※年金保険者が通知する先は住所地又は介護住所地特例地

例）介護施設

例）医療施設

例）介護施設

例）介護施設

例）医療施設

例）医療施設

例）一般異動

例）一般異動

（住所地特例）

（特別事情資格喪失）
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特別徴収に係る情報交換で収録する内容

介護情報ファイル 国保情報ファイル 後期高齢情報ファイル

ａ市町村 ｂ市町村 ・・・・・ ｚ市町村

Ａ年金保険者 Ｂ年金保険者 Ｃ年金保険者 Ｄ年金保険者

（１）
ヘッダ
レコード

α受給者 β受給者 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ω受給者
（３）

トレイラ
レコード

（１）ヘッダレコードに収録する情報

①レコード区分
②市町村コード
③特別徴収義務者コード
④通知内容コード
⑤作成年月日 等 （予備）

（２）データレコードに収録する情報

①レコード区分
②市町村コード
③特別徴収義務者コード
④通知内容コード
⑤作成年月日 等 （予備）
⑥基礎年金番号・年金コード
⑦生年月日
⑧性別
⑨氏名（カナ、漢字）
⑩住所（郵便番号、カナ住所、漢字住所）
⑪各種コード（処理区分、処理結果 等）
⑫金額欄１（特別徴収額）
⑬金額欄２（特別徴収額）
⑭金額欄３（年金額）

（３）トレイラレコードに収録する情報

①レコード区分
②市町村コード
③特別徴収義務者コード
④通知内容コード
⑤作成年月日 等 （予備）
⑥合計件数
⑦合計金額欄１（特別徴収額）
⑧合計金額欄２（特別徴収額）

（２）データレコード


